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論文
20世紀初頭，ルール鉄鋼業の
労働市場と賃金（上）
—クルップ鋳鋼エッセン工場を中心にして一一
大 塚
?
はじめに一~課題と前提—
本稿の目的は，前稿にひきつづいてクルップ鋳鋼エッセン工場の労使関係を
中心に据え叫 企業サイドからできるかぎり詳細にその基礎過程を検討し，か
くて20世紀初頭にその巨大な姿を現わすドイツ鉄鋼業を労働の側面から理解す
るために多少の貢献をなすことである。クルップ鋳鋼エッセン工場を20世紀初
頭のルール鉄鋼大企業の典型として把握することは，必ずしも妥当性を保証さ
れないかもしれない。大砲を中心にした兵器の製造と船舶の部品製造にかなり
の資本と労働力をつぎ込み，20世紀初めには造船所をもつ多角的事業体として，
ク｛レップは純粋な鉄鋼メーカーとは言えない位置にあるからである。特にエッ
セン工場は， 1905年に銑鋼一貫生産のフリードリヒ・ 9ア）レフレッド製鉄所がエ
ッセンに近いラインハウゼンに建てられ稼動し始めて以降は，大砲船舶部品を
中心とした軍需品製造工場としての性格を一層強くしていったからなおさらエ
ッセン工場だけで典型とするには強い留保が必要である。 F・A製鉄所でのト
ーマス製鋼法の生産が軌道にのって以来，ェッセン工場にあったベッセマーエ
場は縮少され，パドル工場は廃止され，レール圧延工場は棒鋼圧延工場に転換
されてしまった2)。 ただかといってエッセン工場が機械・器具の製造に特化し
1)前稿とは，大塚忠「ルール鉄鋼業の労働市場と賃金1865-1880-クルップ鋳鋼エッ
セン工場を中心にして一一」関西大学「経済論集」第36巻 1号所収，である。課題の
限定は主に前稿でしてあるので参照されたい。
2)以上は， Krupp1812-1912, 1912, S. 343f., 381. W. Feldenkirchen, Die Eisen-
und Stahl切dustriedes Ruhrgebietes 1879-1913, 1982, S. 217, 221による。
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たわけではない。旧製鋼・ 圧延工程にかわって，ジーメンス＝マルチン法(=S-・
M法）による高品質の鋼とそれを用いた鋼製品（例えば形鋼）が大規模に生産さ
れるようになっていたからである。それゆえ，ェッセン工場内の旧製鋼・圧延
工場とこの S-M工場そして鋳造， 圧延工場をめぐる労働関係を扱えれば，
一応鉄鋼業の労使関係の基礎過程と通底する特徴は押えられると考えてよいだ
ろう。 もっともそこまで限定しなくとも， Jレール鉄鋼企業研究の本来の目的
は，前稿でも書いたように，労働市場内部化の制度的機構があったかどうかの
検討なのだから，製鋼部門のみの抽出にこだわる必要はないのかもしれない。
資料の存在はタイトルからは多少外れて，経営史的叙述を余儀なくさせるが，
それも仕方がない。ただ，他企業との比較で論ずるばあいは，過度の一般化は
避けるべきであろう。
クルップの事例を一般化することに要する慎重さは， ついでに述べておけ
ば，アルフレッド・クルップの対従業員観，会社組織観をそのまま，後に労働
組合やドイツ社会政策協会の主要メンバーや，雇用主団体の指導者ー特に鉄鋼
業の一によってシンポル化して用いられた Herrim Hause Standpunktに
適用するばあいもそうであろう 3loA. クルップが 1872年に「一般服務規則」
を作成して，各事業所部門が取締役会(Prokra)に対して，また事業所内でも，
上司の部下に対する把握力が衰えるのを防ぎ，上意下達の厳密な情報伝達の機
構を作りだそうとしたのは，取締役会のメンバー達への不信，分権化傾向へ
の不安， トップマネージャーとしての権威の保持等様々な組織上の諸問題に対
処するためであった。従業員は職務のみを忠実に遂行し，取締役会 (Prokra)
3)以下は，私の著書「労使関係史論―ドイツ第2帝政期における対立的労使関係の諸
相ー」（関西大学出版部刊）の評者たちがほぽ共通して指摘した，「ヘル・イムハウ
ゼ的労資関係」という l日来の理念型的把握に対して私の立場が曖昧だという苦情への
ささやかな回答である。評者を代表させて，乗杉澄夫氏の書評「日本労働協会雑誌」
1987年9月， と矢野久氏の書評， 関西大学「経済論集」 37巻3号をあげておこう。
ただし矢野氏の拙著への批判は，理念型的把据を問題に据えよというものではない。
むしろ社会史の立場に立った歴史的実証を求めるものである。
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と各事業部長との意見の一致の下で，所有者である A.クルップの指示を常に
あおぎつつ経営が行われていく体制が求められていたのである叫w.ボンガル
ツが明らかにしたところによれば， A.クルップが Herrとして求めたもの，
つまり所有者の全面的な支配・命令権の保持，技術系，事務営業系の管理職の
全員一致の合議体制などは「服務規則」の上でも実際上も完全には実現されず，
A. クルップ自身がその都度抵抗（特に Prokraメンバーの）に妥協せざるをえず，
結局，19世紀末までには，所有者の影孵は残しながらも，取締役会がほとんどの
問題を多数決制によって意思決定をするような普通の近代的経営組織になって
いった5)。 そしてこのような事実上の所有と経営の分離に加えてさらに重要な
ことは， 70年代からドイツの鉄鋼業大企業を中心として始められた「科学的経
営」が， その内容を会計制度の導入と内部監査の実施に依っていたことであ
る6)。原価計算と減価償却を軸にする工場会計は， ドイツでは 1860年代に浸透
し始めたようであるが叫クルップでは金融危機にみまわれた 1874年に，原価
計算が誤っていたこともあって中央集中による全面的会計制度の再編が行わ
れ，加えて，会計監査ばかりか，業務監査（＝今日の内部監査）まで担当する独立
した特別の監査機構が設立されている8)。原価計算と減価償却の要求は，生産
費の把握をより厳密に求めたであろうし，それゆえ賃金や労働時間のコントロ
ールもより厳しく正確に行われていったといえよう。監査機構の存在がそれを
促したことは間違いない。生産効率や組織効率が要求されていったことも容易
4)以上については， 前掲拙稿「ルール鉄鋼業……」 135~6ペー ジ， J. Paul, Alfred 
Krupp und die Arbeiterbewegung, 1987, S. 34f., W. Bongartz, Unternehmens-
leitung und Kostenkontrolle in der Rheinischen Montanindustrie vor 1914 
(I) in: Zeitschrift fur Unternehmensgeschichte 29 Jg. H. 1, S. 44~47・より。
5) W. Bongartz, Unternehmensleitung und Kostenkontrolle in der Rheinischen 
Montanindustrie vor 1914 (II) in: ZUG. 2Q Jg. H. 2, S. 73f., 80f. 
6) W. Ferdenkirchen, ibid., S. 307, 315. 
7) J. Kocka, Unternehmer in der deutscher Industrialisierung, 1975, S. 75. 
8) W. Bongartz, ibid (II) , S.89ff. なお，ジーメンス・ベルリン工場における， 1890
年代の本格的原価計算システムの展開については，佐賀大学「経済論集」 18巻1・2
号合併号から続いている今久保幸生「19世紀末ドイツ電機工業における経営・ 労務政
策」の特に(2)(3)の詳しい分析をあわせて参照されたい。
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にに想像がつく。そしてこのような合理性を厳しく追求する経営組織を前提に
して，なおかつ Herrim Hauseという立場が鉄鋼業大企業の経営者や雇用
主団体によって， 20世紀に入ってからも主張されたとしたら，それは所有者と
しての全的支配権の要求から出たものというよりも，現に生じていた経営上の
意思決定や生産・人事管理の仕方に対する外部からの，とりわけ労働組合や議
会からの，厳しい合理性の追求を阻害するような，関与と規制を拒絶するとい
うことを意味したのである。そしてそうであれば，経営側の姿勢として Herr
im Hauseを主張することは何もドイツ的特徴をなすものとはいえなくなる。
中央集権的な意思決定機構を確立した経営組織がその経営権を主張しているも
のとみなすことができるからである。そして経営権を主張するところから，経
営側が労働組合の規制を強引に排除したり，無組合運動を展開したり，工場を
移転したりする事例は1920年代の「福祉資本主義」下のアメリカ合衆国にばか
りでなく，今日のアメリカにも数多く見出すことができる。従って， ドイツ的
特質は労使関係にあったのではなく， むしろ社会主義者例外法の効果もあっ
て，急速に中央集権的で合理性を追求する経営組織がドイツの鉄鋼業の発展の
中で生まれ，その組織への同調と厳しい規律に従うことが労働者たちにたえず
要求されたところにあったといえよう 9)。 そしてその点において）レールの鉄鋼
大企業がお互いにほぽ共通した側面をもっていたことも， ドイツの組織性を際
だたせることになったのである JO)。
ルールの鉄鋼業界が，確立された意思決定機構を維持するため，そしてこの
9) ドイツにおける個人主義的自由主義の衰退とのかかわりで，マネージメントと組織が
盛んに論じられたこと，実態としても経営の集団的指尊体制がつくられ，中央集権化
が発展したことについては， J.Kocka, Industrielles Management : Konzeption 
und Model! in Deutschland vor 1914, in: VSWG 56 S. 338, 360ff. なお，アメ
リカ合衆国の労使関係史については， さしあたり，小林英夫「アメ・リカ労働史論ーウ
ィスコンシン学派の研究ー」（関西大学出版部）第5章と第6章， 同「現代アメリカ
労働史論」（啓文社)¥I[を参照。
10)ただし， ドルトムントウニオンはこのような中央集権的組織はつくれず，．経営組織と
しては失敗していたし， フェニックスのばあいも組織のし方は分権的であった。 w.
Feldenkirchen, ibid., S. 305, 314f, 0. Stillich, Eisen-und Stahlindustrie, 1904, 
s. 118f. 
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点での外部からの干渉を回避するために共同してとった措置があった。 1885年
に作成され， 1891年初頭には， 91年営業条例改正に対応して練り直された，
「製鉄業者連盟 Vereindeutscher Eisenhuttenleute」の手になる鉄鋼業界
の「共通就業規則」がそれである 11)。91年法は，就業規則の発行に労働者委員
会もしくはそれに代わる従業員代表の聴問権を付与していたのだが12), 4月の
法の発効以前に就業規則を発行しておけば，法が規定した，就業規則を掲示し，
内容上の意見を従業員代表に求める必要はないというわけである。鉄鋼企業に
共通してあるべき「就業規則」， つまり企業内労働関係の基本的なあり方は，
次のように規定されている。第 1条～第 2条は採用時の必要な手続き一離職証
持参，署名等ーであるが，第 3条は労働者が与えられた仕事を熱心に注意深く
するばかりでなく，最大限に工場に利益を与え，秩序を維持する義務が規定さ
れている。第4条～第 6条は解約告知期間ー14日ーもしくは営業条例に基づく
解雇に関する規定である。第 7, 8条は，労働者が就業中上司の命令に対して
無条件的服従をすることについての規定である。不服従や反抗は即刻解雇に値
するとされている。 9条は苦情申告の仕方ー2人までが可ーが書かれており，
10条， 11条は作業時間ー12時間 2交替，休憩ーについてである。次が興味深い。
12条は残業規定なのだが，残業をするには上司の許可を必要とし，また上司の
命令があったばあいは，遂行しなければならない義務としている。また13条は，
生産量の削減や事故の発生の際は，他の職務を引き受けることを義務づけてい
る。クルップや他の事例で後にみるように，生産調整や要員調整ー配転・応援
ーはかなり頻繁に行われていたから，残業や配置についての規定は必要不可欠
であった。 14条から18条は，遅刻一罰金対象ー，病欠，無断欠勤一月 2回は解
雇，それ以外の 2回目は就労権の喪失ー，末払賃金の没収ー福祉にあてるーな
どの規定である。 19条は他の戦場に許可なく入ることを禁じ， 20条は騒動，暴
11) Reg. Diisseldorf 24658, Entwurf zu einer Norma (-Arbeitsordnung) がそれ
である。以下はこの資料による。
12)詳しくは，前掲大塚忠『労使関係史論』 331~2ページ参照。
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カ行為を禁じそして21条では飲酒を禁じている。 22条~24条は安全管理，材料
・エ具管理についてであり， 26条労災規定， 27条清掃義務， 28条傷害．横領，
窃盗の禁止とつづいている。 30条と31条は賃金規定であり， 支払日， 賃金形
態，天引きー保険料，社宅家賃光熱費，生活資料代，税，罰金，前貸代等一
そして計算等への苦情手続きが定められている。最後は営業条例改正に対応し
て罰金額の上限一平均日収の半分以下ーについての規定がなされている。
以上の「共通就業規則」からうかがえることは，上意下達機構の存在と，要
員，時間， 労働管理の徹底， そして全体としての厳しい秩序維持の姿勢であ
る。中小の単純企業でもこのような労働関係が維持されたかはわからないが，
ルールの大鉄鋼企業ではほぽ共通してみられる労働関係だったとみてよい13)0 
そして以下の企業サイドからみた労働市場と賃金の分析は，これまでに述べた
ような経営組織と労働関係が前提されている。
第1章 20世紀初頭の労働市場
第 1節概 観
ドイツの鉄鋼業が， 1879年のライン製鋼とヘルデ連合によるトーマス製鋼法
による軟鋼の生産に成功して以来，飛躍的な発展を遂げ， 1890年代以降はミネ
ット鉱石ばかりでなく，石炭をも HuttenZecheとして採掘し， その上鉄鋼
半製品ばかりでなく，加工段階にまで手を広げる大規模な混合企業として生長
していったことはよく知られている。 1880年代には，）レールの鉄鋼大企業のほ
とんどークルップを除きーがトーマス法のパテントを買取って， トーマス鋼の
生産に乗りだしている。 GHH,ボフム連合，フェニックス，ウニオン，ヘッシ
13)大塚忠「ルール鉄鋼業……」 134~6ページ，同『労使関係史論」 370~73ペー ジ， 0.
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Neuloh, Die deutsche Betriebsverfassung und ihre Sozialformen bis zur Mit-
bestimmung, 1956, S. 130f., 138f., 0. Jeidels, Die Methoden der Arbeitsentlo"h-
nung in der rheinisch-westfalischen Eisenindustrie, 1907, の第4卒，グーテホフヌ
ンク製鉄所については， G.Adelmann, Quellensammlung zur Geschichte der so-
zialen Betriebsverfassung, Bd. 2, 1965, S. 480ff 
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ュ等と 14)。それに併行してかあるいはひきつづいて高炉が建設され，しかも次
第に大規模化していった。トーマス法のパテント期限が切れてからは，それま
ではジーメンス＝マルチン法によって鉄鋼を生産していた A.ティッセンの
ゲベルクシャフト・ドイッチャー・カイザー GDKが 97年に 4基の転炉と 2
基の高炉でトーマス鋼の生産を始め， それ以後その数と規模を拡大していっ
た15)。20世紀に入ってクルップもライン河沿のラインハウゼンに， トーマス法
による鉄鋼工場を完成し， 90年代末から同地で始った巨大な高炉建設，圧延工
場などとの一貫性をもたせることに成功していた16)。w.フェルデンキルヒェ
ンによれば，かくて，鉄鋼業の地帯的比重はライン河の輸送上の有利さもあっ
て）レール西部へと移りつつあった17)。トーマス鋼の生産ばかりが増えたのでは
なかった。 ＜ず鉄を用いて高品質の鋼を生産する S-M法も平炉の容積が拡
大され，鋼生産の内のかなりの割合を占めるようになった。軟鋼生産に占める
S-M鋼の割合は 1900年頃の 3096から 1913年には40%にまで達している。平
炉容積も）レール地方で 1900年には平均 15tほどであったのが， 1910年代には
30tを超え転炉の平均容積 20t台に勝るほどになっている 18)。ちなみに， S-M
鋼を主に生産していたのはボフム連合とク）レップエッセン工場であった19)。両
鋳鋼工場ともトーマス鋼には，当初品質の点で関心がうすく，クルップと異な
りボフム連合は後になっても鋼の大量生産体制には消極的であった20)。それは
ともかく， このようにトーマス鋼， S-M鋼が鋼生産を支配するようになった
ばかりではない。 90年代に入ってから電力の利用が普及し，装填機，昇降機，
14) Rheinisch Stahlwerk Archiv, Bestand Thyssen AG Archiv, Bericht des Vor-
standes, 1880, 81, 84より。
15) W. Treue, Die Feuer verloschen nie August Thyssen-Hutte 1890-1926, S. 46f. 
16) Krupp 1812-1912, 1912, S. 344f. 
17) W. Feldenkirchen, ibid., S. 75, 81, 83, 89. 
18) Ibid., S. 187f. 
19) Ibid., S. 197 W. Diibritz, Bochumer Verein fur Bergbau und GuBstahljabrika-
fion in Bochum, 1934, S. 289f. 
20) W. Feldenkirchen, ibid., S. 196. 
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各種一巻上，天井，施回ークレーン，ロールガングなどはほぽ電動化されてい
った。高炉ガスの発電への利用などが実現し，また工場への引込み線ばかりで
なく，工場間を連結する狭軌鉄道も縦横にひかれていった。混銑炉，分塊圧延
機の採用， 3段式圧延機への切りかえなどが進み，鋼生産は益々連続的に，っ
まり高い労働生産性の下におかれるようになっていった21)。19世紀末からの急
激な化学，電気そして機械（造船含む）工業の発達が以上のような鉄鋼業の大規
模な発展を支えたのであった。ルールの鉄鋼企業の発展を就業者数でみてみる
と，第 1表のようになる。数字は石炭鉱業部門の就業者数を除いてある。炭鉱
夫と鉄鋼労働者は労働関係をかなり異にしており，労働移動，配転などで両者
が同質的に扱いうるとは思われないからである。ただ職員はここに入ってい
る。表からは， ヘルデ連合と GHHを別にして， 雇用量はいずれの企業の鉄
鋼部門でもほぽ倍かそれ以上に増やしていることがわかる。ヘルデ連合も1895
年に比して 1910年までには約 70形強， GHHも50;!る強の増加を達成してい
る。クルップ， GDK, ライン製鋼のルール西部組は，クルップの F.A. 製鉄
所ー1910年に 5,800人の労働者ーやライン河近くの他の製鉄所ーフェニックス
のJレー ）レオルト工場， Jレー Jレオルト・マィテリヒ製鉄所，デュイスプルクのフ
ルカーン製鉄所，ニーダーライン製鉄所等ーと共に，地帯的に最も高い雇用吸
収力を示していた。 とりわけ GDKの雇用羅ののびのいちじるしさは，目を
み張らせるものがある。鉄鋼生産量においてもそうであったが， 雇用量から
も， 第 1次大戦前までにこの会社は， ヘルデ連合などの古参を抜いてクルッ
プ， GHHと匹適する数を達成していった22)。雇用の変動を対前年度比でみる
21)以上については詳しくは， W. Feldenkirchen, ibid., 第6章， W. Treue, iぷd.,S. 
46f, 97~105, Krupp 1812-1912, S. 331~9, 401~45, W. Dabritz, ibid., S. 283~ 
289, 332~339, Geschichtliche Ent威cklungund gegenwiirtiger Stand des Phoenix 
AG fur Bergbau und Hi砒tenbetriebin Hoerde, 1912, S. 67f, llf. を参照。
22)クルップの全鉄銅関連工場の労働者数は， 1910年に18,000人ほどであり，就労者でみ
て最大の鉄鋼企業であったことは間違いない。 WA41/6-2 Gesamt=Effektivstarke 
より。
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第2表平均就業者数の対前年度増加率 （形）
Iクルップ 1ボフム連合 I ンー製鋼 IGD K Iヘッシュ Iヘルデ連合
1896 + 9.5 + 3. 7 + 5. 7 +39.1 +38.1 + 4.6 
1897 +12.5 +20.2 + 7.5 +37.2 - 1.5 + 2. 7 
1898 +12.8 + 6.3 +15.1 +40.3 +26. 7 +10.1 
1899 + 7.2 + 8.9 +13.8 +28.1 - 4.6 +13.8 
1900 + 4.0 + 6.3 + 4.8 - 2.0 +11. 7 + 9.5 
1901 - 6.8 - 5. 7 -4. 7 + 5. 7 -4.0 - 9.1 
1902 - 6.1 -15.5 + 6. 7 +11. 9 - 3.4 + 0.3 
1903 - 2.3 + 8.2 + 8.2 +13.2 +15. 7 + 4.8 
1904 +13.2 + 2.5 + 2.5 + 3.2 - 2.5 + 0.8 
1905 +20.0 + 5.2 + 2.2 + 4.8 + 1.2 +11. 6 
1906 +10.4 +10.8 +12.2 + 4.4 + 8.7 + 2.2 
1907 - 3.9 +15.4 + 3.4 + 7.1 + 7.5 + 2.2 
1908 - 2.2 +10.4 -12.0 - 5.5 + 0.2 + 1.2 
1909 + 5.4 -11.8 + 0.5 + 5.0 - 0.8 + 2. 7 
1910 + 5. 7 - 5.8 - 2. 7 + 5.4 + 3.4 + 4.0 
1911 - 1. 7 + 6.9 + 4.6 + 4.1 + 2. 7 + 4.2 
1912 + 5.6 +10.5 +11. 5 + 6.8 + 6.5 + 5.4 
1913 + 6.8 +13.5 - 0.4 + 7.8 
ため第2表を作成した。表にあげた企業だけであるが，全企業で一致して雇用
量が前年より大幅に伸びているのは， 1890年代末と， 1905年， 06年そして12年
の3つの時期であろうか。伸びの大きいのは， 90年代末を除けば，あとは共通
した時期は選ぶのが難かしい。クルップ，ライン製鋼，ヘルデ連合のばあいは
景気変動との関係で，不況時には雇用を削減し，好況期には増大するという動
きが密接に出ているのに対して， ボフム連合のばあいは 1907年， 08年の不況
期に雇用を急拡大し， 遅れて 09年から調整に入っている。 GDKとヘッシュ
の動きは景気変動と一致した雇用調整の動きとは考えにくい。両企業とも90年
代に入ってトーマス鋼の生産で急成長したのだが，雇用定着策一例えば社宅建
設ーで他企業に遅れをとったために激しい労働移動と時期を定めぬ労働力不足
に追い込まれたのがその原因と考えられる。 GDKの営業報告書は， 99年に
「広範囲にわたって持続的労働力不続が続き」，ために賃金が急速に上がってい
34 
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ることを指摘している23)。)レール西部で特に労働力が不足したことは，マィテ
リヒのライン製鋼の1899年度の営業報告によっても指摘されている。すなわち
「昨年は労働者不足により，事業がかなり阻害され，激しい労働移動とたたか
わねばならなかった」と24)。このように労働力不足に悩まされた両社の対策の
相違は，労働者用住宅，長屋，単身者用まかない付住居の有無とその確保のた
めの迅速な処置であった。ライン製鋼の方は，すでに1870年代後半から労働者
用住宅をもち， 87年には 6,000マルクをかけて工場近くに第 2の労働者住宅を
建てていたばかりか， 89年の労働移動に対処するため，すでに翌年には長屋一
500人用ーのほか， 4つ労働者住宅を建てたうえに， 3つの社宅を賃借りして
いた。 1905年， 06年の好況期には高炉労働者を中心に，すべての工場が激しい
労働移動にさらされたため， 06年に10モルゲンの土地を購入して，大量で「良
質の労働者住宅を建てる」ことに着手している25)。 これに対して GDKの方
は，労働者住宅の建設のための資金を計上し，建設に着手し始めるのは1903年
からであり， 1906年の「大労働移動」で， 「製鉄所の近くで労働創出が困難」
であった時に，なお住宅建設は続行中であった。 GDKの雇用対策のたち遅れ
は明らかで，不足分を外国人で埋めるため「募集局」をつくり， 1906年度に募
集費4i,429マ）レクを使っていた26)。ブルックハウゼンの製鉄所は，当初は，ァ
イフェルやフンスリュック等の古い製鉄地域から労働力を調達し，その地域的
給源を次第に中部から東部ドイツに広げていったのであるが， 1914年には全体
の％の労働者が外国人ーイタリア人，オーストリア人，オランダ人，ポーラン
ド人ーで占められていた27)。GDKのばあいは外国人に依存せざるをえないほ
23) A/772/1 Geschaftsbericht fir das Jahr 1899. 
24) Bericht des Vorstandes fir das Geschaftsjahr 1898/99. 
25)以上， Berichtdes Vorstandes am 17.10., 1900, am 23.10., 1907より。
26) A/772/3 Geschaftsbericht fir das Jahr 1903, 1905, 1906, 1907より。 GDKの
ばあいは労働者長屋も仮設のものが多かったようである。 W.Dabritz unveroffent-
liches Manuskripte, Bestand Thyssen AG Archiv, S. 34. 
27) W. Dabritz, ibid., W. Treue, ibid.; S. 130. 
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ど労働力が足りなかったわけで，そのことが他企業と異なった労働力数の増減
となったと考えられる。
就業者数の増減で注意すべきは，対前年比減少のばあいが，離職者数に比し
て採用者数が控えられたかあるいは市場で必要数を充たせなかった結果として
起こっていることである。この点はすでに別のところで紹介ずみなのだが， ド
イツの大鉄鋼企業，ボフム連合，クルップ，シュトウーム他の事例で，すでに
R. エーレンベルクが詳細に実証してしまっているように， 20世紀の労働移動，
とくに離職行動の中身はほとんどが勤続年数の短い，比較的年少の労働者の自
発的退職から成り立っていて，解雇は，労働力の選別によってか，あるいは不
況時にわずかに行われたにすぎないのである28)。その訳は，エーレンベルクに
よれば，固定設備の維持，労働者の育成と再度の好況時の労働力不足を考慮し
ての事であったが29), 今までみた，全般的労働力不足が予想される中で短期の
経営側によるハードな雇用調整は例外的にのみ行われていったとみてよい30)。
28)離職行動の詳しい分析は，エーレンベルクの論文を参照されたい。このことについて
は前掲「労使関係史論」 233~4ページにも書いた。鉄鋼業についての労働市場は，エー
レンベルクとジルプによって扱われたほかは，これといった研究がない。 Stahlund 
Eisenには「製鉄業者連盟」が 1888年第2四半期に労働移動調査をやった結果が載
っているが，多少興味深いのは，製鉄所にこの時期に新規雇用された労働者 (14,229
人）の内 9,081人 (63.8彩）は転職者であった（機械工場は47%)という点である。
鉄鋼業は労働力の大きな吸収先であった。また，同じ Stahlund Eisenには 1913年
にも労働問題を扱った比較的長い論文があるのだが，そこでは，離職率の高い原因が
労働力不足と労働組合による促進措骰（一旅費支給）に求められている。しかし実証
されているわけではない。以上， Stahlund Eisen, 1888, S. 610f, 1913, S. 856f. 他
方， ドイツ金属労組も 1910年の鉄鋼労働調査で労働移動の裔いことを確認している
が，その原因は労働関係のあり方が誤っているからだとして単純に判定している。
Die Schwereisenindustrie im deutsclzen Zollgebiet ihre Entwicklung und ihre 
Arbeiter, 1912, S. 501, 507. 
29) R. Ehrenberg, Schwache und Starkung der neuzeitlicher Arbeitsgemein-
schaften, in: Archiv fur exakte Wirtschaftsforschung, Bd. 3, S. 456f. 557. 
30) W. Feldenkirchen, ibid., S. 255f. 例えば，第1表にはのっていないフェニクスのル
ールオルト工場では， 従業員数が 1898年9,949人， 1900年 10,049人， 1901年 10,987
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20世紀に入っての労働移動は若年工を中心に不況期でもかなりの数の離職者
が出るようになっていたから31), 多少採用者を制限すれば，対前年度比就業者
数は減少することになるというのがこの増減を説明するばあいの事実に近い
み方である。 R.. エーレンベルクが挙げた事例以外で一例ををあげておけば，
1908年のライン製鋼のばあいがそうである。不況でカルテル価格が決められ，
生産量を制限されていた鉄鋼半製品 ProduktA一鋳塊，鉄道資材等ーに対し，
カルテルからの規制を外れた製品B一鋼管，薄板，線材，棒鋼など__:_の生産は低
価格下で続けられていたのが1908年だった。高炉は休止中で，当然製鉄，製鋼そ
して圧延の一部で操業休止に伴う解雇が考慮されたが，ライン製鋼では新規雇
用を止め，賃金を切下げることでこれに対処し，結果として約800人の就労者数
の減少を実現したのである32)。製品B一鋼管，薄板，棒鋼ーは，石炭・銑鉄ばか
りでなく，鉄鋼半製品一鋳塊，鉄道資材ーも19世紀末からある程度カルテル規
、制が働くようになっていく中で，銑鉄や鋼半製品以上に S-M法を用いた単純
企業による競争が激しく，また製品が多様で市場が広いためにカルテル規制が
緩い反面，大企業にとっても銑鉄，粗鋼，半製品レベルの生産制限の溢路を脱
するために生産拡大を進める方向となっていた33)。ライン製鋼がB製品を低価
格で損害を被りながらも生産しつづけ，労働力の維持を図ったのも，この分野
での将来の労働力確保が困難になるとの予想があったからであろう。
人， 1902年 11,113人と不況になっても減少してないのであるが， 営業報告書によれ
ば，かなりのダンピングをして生産址を確保し，損失を計上してまでも解雇を避けよ
うとしたからであった。 Berichte der Direktion iiber das Geschaftsjahr 1898, 
1900, 1901, 1902, Stadt Archiv Duisburg, Bestand 12/441. 
31)特に）レール西部における若年労働力の移動はかなり激しかったようである。 Bericht
des Vorstandes am 23.10. 1901, 1902, 1903, 1904のライン製鋼のばあい。
3_2) Tagesordnung fir die ordentliche Generalversammlung am 27, 0kt. 1909. 
33) W. LeiBe, Wandlungen in der Organi~ation der Eisenindustrie und des Eisen-
handel, 1912, S. 50~82, E. Hiibener, Die deutsche Eisenindustrie, ihre Grund-
lagen ihre Organisation und ihre Politik, 1913, S. 109~120,'W. Feldenkirchen, 
ibid., S. 118~123, 255. 
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20世紀初頭のドイツ鉄鋼業はカルテルやシンジケートによる市場価格変動の
克服が試みられたことで，我国ではよく知られている。ただ最近の西ドイツの
研究は，鉄鋼業の集中度はそれほど大きくなく，そのためカルテルやシンジケ
ートによる生産物価格の規制は短期では多少効力はあったが，長期にはアウト
サイダー（とくに S-M鋼の生産増による）の存在でほとんど思ったほど価格規制
効果を上げず，従って参加企業ーとくに混合企業一の利潤期待に合わなかった
ことを明らかにしている。価格規制の効果が少なかった結果，大混合企業は
次第に「技術的，組織的な費用削減利益そして製品差別化，特殊化，市場分断
化等による販売利益の獲得」 (V.ヘンチェル）へと関心を向けるようになったの
であったい。それゆえ，以下で扱う企業サイドからみた労働市場も，絶えず合
理化と老朽設備が更新され，費用削減が行われている工場の労働市場として現
われてくるであろう。
第2節 クルップ・エッセン工場の雇用変動と雇用政策
第 3表はクルップ・エッセン鋳鋼工場の就労者数の変動を四半期別に表わし
たものである。原資料は 1カ月毎の集計となっており，その方が細かい状況変
動をみるにはよいのだが， 1901年から09年までのデークだから，余りにも多す
ぎる35)。企業のミクロレベルの変動は，四半期別の期末就業者数でもある程度
押えられるであろう。尚，「固定給者」は一応本部ではなく， 事業所として集
計される賃金勘定に属し，その内訳は14日固定給者と月固定給者に分かれる。
34)以上については，注(33)であげた文献のほか， V.Hentschel, Wirtshaft und Wirt-
schaftspolitik im叫lhelminischenDeutsch/and, 1978, S. 99~126, H. Pohl, Die 
Konzentration in der deutschen Wirtschaft vom ausgehenden 19 Jahrhundert 
bis 1945, in: ZUG Beiheft 1, S. 7~13. を参照。
35)データはほぼ揃っているのだが，多少の欠落がある。 1902年の第1四半期については
3月分がなく，第2四半期については5月分がない。そのほかでは1909年の第4四半
期の12月分が欠けている。そのため期末の就労者数については1902年の第1四半期と
第2四半期に推計がしてある。そのためわずかの違いが生じている可能性はあるが，
時系列で長期の傾向をみるばあいにはほとん‘ど影響はないものと思われる。
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第3表 クルップ従業員数の変動 （人）
I J901悶 N I I 侶゜2悶 N I I J9031j=.m_ N 
労働者I25925 25423 25315 248101 24491 24271 23500 228651 22864 23025 23574 24217 
固定給者I1911 1908 1962 19721 1973 1989 2022 20001 2007 2001 2042 2147 
年俸職員I 659 678 691 6831 695 696 701、 7041 710 724 738 747 
ー 1904年
I Il N _ I 
1905年
I Il N _ I 
1906年
I il IV 
労価者 24888 26317 27431 28598 29098 30871 32200 33439 33997 34213 34463 34216 
給固 者定 2047 2055 2164 2172 2212 2330 2349 2376 2478 2508 2646 2698 
年職 員俸 765 765 771 780 784 800 808 856 851 888 899 898 
I 
]I1907年皿
N I 
Il 1908年Il 
N I 
JI1909年皿
IV 
労働者 34444 33831 33416 32742 32829 33326 33497 33592 33975 34671 35660 36342 
給固 者定 2740 2744 2878 2898 2933 2938 3060 3056 3070 3075 3178 3173 
職年 員俸 908 907 938 940 944 944 954 960 966 970 994 997 
（出典） WA41/6-2 Gesamt-Effektivstarke. なお，労働者数は固定給者を含んだ数字。
多少変化はあるが，簡単に職種を紹介しておけば，マイスターー職長ーは月固
定給者であり，事業所下級職員ーアシスタント（技師），書記，事務員ーは 14日な
いし月で固定給を支払われている。さらに作業方固定賃金支払の事務員，監督者
も居たことをつけ加えておこう 36)。「年俸職員」は本部勘定の技術・管理職員で
ある。第 1表のクルップの就労者数は年俸職員数を除いた数であったから，この
第 3表によって「固定給者」を一応下級職員とすれば，労働者層との違いが把
握できる。第 1四半期末をとれば， 1909年までに労働者数は約30%の増加なの
36)以上は WA珊 57Erinnerungen von H. Dehre S. 8, WA 53/7 Circular und 
Verfiigungen vom 6. Aug. 1908, WA 53/4 Circular und Verfiigungen 1885~ 
1889より。
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に対し，「固定給者」数は約 60形，「年俸職員」数は約 45形の増加となってい
る。クルップの社史によれば， S-M製鋼工場の拡張，ハンマー工場の縮小と
プレス工場の出現，そしてレール圧延工場が棒鋼圧延工場に転換などの変化が
この間にあったばかりか，機械工場，大砲加工・組立工場が集中され，工程の
電動化，自動化が急速に進められている。手労働はなるべく除去されたばかり
か，高くなりつつある原料， 賃金を配慮して， 「厳格な労働組織の確立とすべ
ての無駄な補助工程の除去」が実現されつつあった37)。労働者数の増加が他と
比して相対的に少ないのは，合理化や生産管理が大規模に行われていったこと
を現わしている。機械工場では旋盤工や仕上工の挫成訓練のためもあって数多
くのエンジニアが現場に配属されていた38)。以上のような工場の拡張，新設，縮
小，そして管理機構の拡充を表わすため，第4表にのせた事業部門別の就労者
数をみてみよう。表の部門分けについては，必ずしも同じ部門がそのまま拡大
したり，縮小したりしたわけではなく，例えばハンマ一部門の就労者の増加は，
プレス工場が代替工揚として入って増加を示しているというように部門の改変
もあって，そのため大雑把なことしかわからないが，ただはっきりしているの
は，旧製鋼・ 圧延部門の縮小ーパドル工場は廃止，レール圧延工場は棒鋼圧延工
場に転換ーと，新製鋼部門ー S-M工場ーと修理，機械，ボイラー製造部の拡張
そして大砲加工・組立部門の大拡張である。また装甲板圧延部，技術開発部の
新設も明白である。職長や下級識員が含まれる「 1月固定給者」は全体として
1909年までに増加ないし著増を示している。ただ1909年と1890年を比べた増加
では，大砲加工・組立部門は労働者と 1月固定給者の増加が8.6倍とほぽ等し
い。 1909年と1900年を比べても大砲部門の増加は3.2倍と双方とも等しいから，
労働者数の削減と職員，監督者の相対的に大きな増加は，大砲部門とほぽ同じ動
きを示す修理，機械製造部門を除く他の部門でむしろ生じたものと考えること
37) Krupp 1812-1912, S. 407~15. 
38) Ibid., S. 412クルップの養成工の育成については， 拙著「労使関係史論」第 1部第
4章第3節を参照のこと。
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第2図 1903年
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ができる。例えば，土木建築部門，製錬・製鋼部門というところで機械化され
たのは，資材の運搬作業などが中心であったことは，先の記述から容易に想像
できるであろう。
さてもう一度第 3表にかえって，期末就労者数の変動をより細かくみていく
ことにしよう。 1901年第 1四半期から減り始めた（実際には恐慌の発生した 1900年
中葉から）就労者数は 1903年第 1四半期に底に達して， 以降は再び増加してい
る。次の減少は1907年第2四半期からで1908年第 1四半期に底に達している。
恐慌の影響は期間でみても，減少量でみても1900年からの不況の方が長く，深
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第3図 1905年
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刻である。 1900年のばあいは 2年以上の不況期間で， 1901年 1月 1日の26,692
人で就業者数の減少を数えれば，底に至るまで 3,828人(14.496)の減少であり，
1907年のばあいは約 1年の不況で1,615人 (4.7~ る）の減少にすぎない。この点は
第 1図でもはっきりとみてとれる。第 1図は雇用者数，離識者数そして事業部
門間の移転を表わす，転入・出者数一転入，転出者数は月ごと全事業部で合計
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第4図 1908年
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すると同数となっており，要員確保が月間生産量の確定と共に厳格に行われて
いたことを示すーから構成されている。これによれば最初に新規雇用者数が離
職者数を超えるのは， 1903年第 2四半期であり， 1907年のばあいは， 1908年の
第 1四半期にすでに離職者数をわずか上回っている。 1906年第 4四半期の就労
者数のわずかな減少は好況時の労働力不足で新規採用が思うように捗らない中
での離職者の増加という現象とみた方がよいであろう。
ところで，就労者数からみた不況からの離脱は，どの事業部門で主に現われ
たのだろうか。その点をみるために第 2~4図を作成してみた。雇用と同じく
転入が多いこともそして転出が少ないことも，事業部門の拡大と活況を表わす
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から，まず1903年の第2四半期以後をみてみると，①の土木建築部，⑧のハン
マ一部門，⑥の製錬・製鋼部門が目立って就労者が増えており， 1903年後半に
なって⑥の機械関連部門と⑩の大砲部門が増加している。この期の不況脱出は
クルップのばあい鉄鋼関連製品の生産量の回復あるいは拡大から始まり，加え
て機械加工品，大砲の製造が全体的な回復を支えたとみることができる。そし
て1905年の好況時はもっぱら後の 2つの部門が一土木建築部の一時の急増はあ
るが一雇用量を大幅に伸ばしたことが明らかにみてとれる。 1903年は工場の改、
廃や新設工事が着手されたのであろう，土木建築部の雇用が目立って多い。こ
れに対し， 1908年の時はどうだろうか。 08年の第 1四半期以後をみてみると，
④の装甲板圧延部，⑥の機械部，⑥の製鋼部，そして⑧の鉄道部が就労者増加
事業部となるだろうか。従って，この期の不況脱出は平時製品よりも，軍需品
の製造ー大砲，装甲板，船舶用機械，器具ーが多くなったことで可能となった
といえるかもしれない。ただ好況時大拡張を遂げた大砲部門（第3図）は雇用・
離職のパタンよりも転入・転出のパタンの方が目立つ。
以上のように，クルップの就業者数は，その時々の企業内外の需要の変動に
対応しつつ，次第に修理，機械部と大砲製造部を中心とした発展，その意味で
は金属・機械工業に属する分野に急速に製品の比重を高くしていく中で増加し
ていったのである。労働市場が労働力不足ー特に経験工の不足ーを来している
中で， しかも雇用管理や要員管理が徹底して行われる中での労働者数の増加だ
ったのだから，住宅事情一社宅，単身者用まかない付長屋ーの良さ，安い消費
財の買える充実した購買部，社内貯蓄制度，強制社内年金制度，．その他娯楽，ス
ポーツ施設などの福利厚生があったばかりでなく，第 2・章でみるようにクルッ
プは地域でも同種産業の中でも高い賃金収入を得られる職場であったことがそ
れを可能にしていたのだとみてよい。ただ厳しい管理も加わって吸引力も強か
ったが反撓力もかなりであったことは，第 2~4図ばかりでなく，あとで出てく
る部門別に労働移動を描いた第5~14図からもうかがえるであろう。そこで労
働移動に論点を移すわけだが，その前に，20世紀に入ってからの雇用管理，要員
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管理一配転・応援ーに関するク）レップoj政策的特徴を確認しておくことにしよ
う。クルップの歴史文書館にある散在する資料からわかるのは，1890年までは，
「一般服務規則」 (1872年）による上意下達の意思決定の規定はありながらも，
また「雇用部」 (Arbeiterannahme)が存在して， 各事業所から事業所長が決定
した雇用量に従って屈用・配属を実施することにはなっていながら39),実際の
雇用は「報告もしないで各事業所で就労希望者に申し込ませている」事態が発
生したり 40),配転・応援を意味する移転 Uberweisungを，職長や監督者が勝
手に実行したり 41りまた解雇すべきところを移転で済ましてしまっていたのを
反省して，以後は移転証を事業所長 Betriebsftihrerに書かせる処置をとるこ
とを指示していることなどである42)。そしてこの雇用，移転については，1890年
に総合的かつ統一的な規制をするために， 1873年に一度作成された「雇用・休
暇，移転，解展」に関する回状が作成し直されることになっていた43)。1909年 1
月にこの作業が完成し，内規として発行されている。1873年時では雇用に関して
拒否をうけるのは，40歳以上の者と外見上明らかに働けないもの，そして医者の
健康診断に合格しなかったものの 3つのばあいであった44)。そのほかは一担採
用してから選抜にかけ，そして解雇するというのが1870年代のパタンであった。
1900年代の時点では，採用条件の方がより厳しくなっている。1870年代の条件に
39)拙稿「ルール鉄鋼業の…」 135,144~5ページ。なお「雇用部」は正式には Bureau
f廿rArbeiterangelegenheiten (人事部）であり， 貨金事務局もこの中に含まれて
いる。
40) Fried. Krupp-Circulare 1862-1902, Nr. 27 vom 13 Juni 1900. 
41) Ibid., Nr. 6 vom 29, Marz 1877. 
42) Ibid., Nr. 21 vom 2, Aug. 1884. この移転証には労働者の身上，賃金率などが書き
込まれていた。 0.Jeidels, Die Methoden der Arbeitsentlohnung in der rhei-
nisch-westfalischen Eisenindustrie, 1907, S. 192. 
43) WA IV 677 Nov. 12, 1896 Entwurf Dr. Piepers zu einem Zircular betr. Neu-
gestaltung der Annahme, Beurlaubung, Uberweisung, Entlassung von 
Arbeiter. 
44) Fried. Krupp-Circulare 1862-1902, Nr. 9 vom 15, Mai 1873. 
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加えて求職者の前歴の書かれた離職証を提出できない者，逮捕歴のある者，外国
人， ドイツ語を読めない者，他の雇用主との契約の切れない者，そして就業規則
に反してクルップを解雇された者が，児童ー14歳以下ーと共に採用を事前に拒
否された。拒否のためのデータ（例えば就業規則違反者）も蓄積されていたことで
あろう。募集部まで設置して外国人の採用を図ったGDKと比べて雇用管理は
かなり厳しく，余裕があると考えられる。ちなみにクルップでは，募集活動は緊
急なばあい以外はしなかったという 45)。窓口で採用が決まると，各事業所の求
めに応じて配属が指示され，配属先の認可を得て（届け出証の発行）一気に入られ
ない者は「雇用部」から不採用を告げられる一，それから医者の健康診断を受
ける。終ってから労働者は労働手帳，就業規則，金庫規則などをうけとり，以
後は労働者の申告の正否が検討されることになっている。走り使いや若年工は
クルップ従業員の子弟が最優先である46)。J.マルコの論文によって多少補足
しておけば，配属すべき事業所に行った労働者は，適否を判定されるのだが，
それは事業所長による前職についての質問と簡単な工具を使った作業によって
判定された。不適なばあいは他職場で働く機会は与えられたが，それもないば
あいに先の不採用となったのである47)。このように雇用関係が成立する前に厳
しい採用条件と簡単な実地テストの下で採用を決めているから， 1870年代のよ
うな安易な解雇という事態は避けられたのであろう。
移転 Uberweisungについての規定も細かくなっている。事業所長以上に
決定権限があること (44条），当該事業所で解雇された者は移転扱いはされない
45) J. Marcour, Arbeiterbeschajfung und Arbeiteraus!ese・bei der Firma Krupp 
Diss. 1921, S. -5f. 高級熟練工の募集を新聞ですることがあった。また春になると冨
職者が増える製鋼・ 圧延工場労働者の募集を掲示ですることがあった。
46)以上,B. 33987 Bestimmung iiber die Annahme, 枷 erweisungund Entla-
ssung von Arbeitern auf der GuBstahlfabrikの34条まで。同じ内容のことが，
J. Marcoi;i-r, ibid., S. 7に， また G.Adelmann, "ibid., Bd. 2, S. 328f. にのって
いる。
47) J. Marcour, ibid., S. 7, G. Adelmann, ibid., S. 329. 
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こと (45条），そして勤続期間が短くて，なおその労働力が役立つかどうかわか
らない者は移転されないこと (46条），が規定され「走り使い」は移転対象とし
てはならず， 徒弟，障害者の移転は会社の許可の下に置かれた (49~51条）。移
転可能者はそれ以外の事業所長から命令を受けた者か，労働力が余っているば
あいは事業所長の許可の下で「雇用部」に届け出て移転することが可能であっ
た。他に本人の希望があるばあいは，当の本人が専門労働者ークルップの熟練
エーであるかそうでなければ，医者の証明書ー当該工場での作業不可能との一
をもっていて， しかも現に仕事がないために他の職場で補助労働をしている者
に限られた。希望による移転は本来の職場にいてキャリアをのばすべき専門エ
に限られ， しかもかなり制限されていたのである。解雇は就業規則違反による
一例えば窃盗，乱暴，上司への反抗，扇動などーものであり，その実施をごく
押えられていたから，特別に言及しなくともよいだろう。ただ本論文の最初に
引用した製鉄業者連盟の「共通就業規則」と比べるると， 1909年のクルップの
解雇規定は，無断欠勤による解雇に値する期間を 4週間としており，より長<
なっている。労働力不足の折，解雇が控えられたためであろうか。
さて，以上で，クルップの雇用管理，要員管理の際の枠組はわかった。そこ
で次に改めて，ェッセン工場の労働移動をみていくことにしよう。
第3節クルップの労働移動
勤続 1年以内離職者数のわかる年でまず 移動率＝入職者数十離職者数ー 1年以内離職者数平均就労者数
を計算してみると，1906年は48.75~ る，1909年は36.75彩となる。これにマルコの
計算した1910年から13年の数字を記すと，それぞれ， 39.5%,39.15%, 47.65 
%, 53.20%となる 48)。移動率は 40~る~50~るというところであろうか。クルッ
プの移動率は低い方だったというから他企業では要員確保はもっと大変だった
と思われる。これに対して離臓率=:□：塁塁と離職者に占める勤続1年未満者
の割合は第 5表のようになる。データが余り多くなくて，はっきりとは言えな
48) J. Marcour, ibid., S. 14. 
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第5表 クルップの離職者数の割合 （％） 
離職率 離1職年未者数満勤に続占者めのる割合
1900年 4596 81. 75 
1901 24 
1902 14 48.30 
1903 31 
1904 54 
1905 59 
1906 48 85.05 
1907 34 
1908 36 
1909 22 63.95 
1910 28 66.04 
1911 27 67.24 
1912 30 69.61 
1913 34 31. 92 
（出典） 1908年までは， R.Ehrenberg, ibid., S. 450, 460, 1909年については， a. 
a. 0., WA 41/6-1, そして 1910年以降については， J.Marcour, Arbeiter-
beschaffung und Arbeiterauslese bei der Firma Krupp, Tafel 9より。
いが，離職率は低めに安定化し， 1年未満退職者も多少減る傾向にあったと言
えるかもしれない。断定がしにくいのは，データが少ないばかりでなく，クル．
ップの勤続別労働力構成を示した第 6表をみても， 1910年までの傾向はあまり
変わらず， 5年未満勤続労働者の割合はほぼ50%を少し上回るくらいとなって
いるからであり，それに確かに1913年には，多少勤続の長い労働者の割合は大き
くなっているけれども，1910年以降の現象であるから， 3年間でこうなったとし
ては余りにも短期間の現象であり，確定は無理だろう 49)。つまりクルップの労働
者の勤続年数が定着者が増えることで次第に高まる傾向というのは，この表か
らはみられない。エーレンベルクや T.ビーレンケンパーが言うようにこの点
では，内部市場化傾向は明らかではない50)。ちなみに第 7表として年齢別の労働
49)同じ結論だが， R.Ehrenberg, ibid., S. 465. も参照されたい。
50) R. Ehrenberg, ibid., S. 450, 456f., 546, T. Pierenkemper, Allokationsbedingun-
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第1表 クルップの年齢別労働力構成
1900年5月 1905年5月 1 9 0月9年末12 159 1 0 月年 19 1 3 年月
畠得I労働者 贋得I労働者 労働者 労働者 労働者
・,ダo %1 /Q0 / 飴 /C0 ゾ＇ 形 飴
14 ~ 16歳未満 0.4 4.0 . 0.4 4.1 3.4 4.0 4.2 
16 ~ 20 II 6.0 12.2 6.5 13.9 13.1 10. 7 12.2 
20 ~ 25 II 17.7 17.5 15.5 17.0 13.0 17.0 15.7 
25 ~ 30 ” 20.1 20.6 19.5 18.7 18.5 20.8 19.4 
30 ~ 40 II 26.2 26.8 29.7 27.4 30.2 33.4 32.2 
40 ~ 50 ” 16.7 12.4 16. 7 13.0 15.3 17.6 19.0 
50 ~ 60 II 10.8 5.6 9.5 5.3 5.6 6.5 7.1 
60 歳以上 2.2 0.8 2.2 0. 7 0.8 1.0 1.0 
総 数 2, 21s 24,014 I 2,115126, 905135, 741 133,300 136,110 
（出典）第6表と同じ。
力構成も掲げておいた。これでは次第に30~50歳台のいわば青年層以外の成年
と中年層が増加している傾向がみてとれる。したがって，第 5表でみた 1年未
満勤続の離職者が少なくなる傾向がほのみえたのは，離職者の内の若年層ーと
くに21歳未満ーが減ってきた，つまり，新規採用者の年齢が多少増加したこと
が関連しているのであろう。ちなみに， R. エーレンベルクは1909年までのデ
ータで，クルップの従業員の年齢構成は低下傾向にあると結論しているが51),
この点は勤続年数別の離職者数の割合の動きに少々引き込まれた結論であろ
う。基準年を1900年にとってみれば1910年前後から明らかに年齢構成は上がっ
ているとみれるからである。
手許の資料では， 1909年に関してより詳しい離職行動の分析が可能なのだ
が，この点については，すでに R.エーレンベルクがほぼ完全なまでに分析を
加えているので，またほとんどそれと同じことだけが言えるデータなので，工
ーレンベルクにしたがって特徴だけを述べておくことにしよう。まず自己都合
gen im Arbeitsmarkt Das Beispiel des Arbeitsmarktes fur Angestelltenberufe 
im Kaiserreich, 1880-1913, 1982; S. 181f. 
51) R. Ehrenberg, ibid., S. 473. 
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で離職するのがほとんどで，不況期には多少減るが， 1900年以降1909年までで
は 60形~70形の離職者がそうであった。 これに契約違反ー解約告知なしーが
5%~9~ るの幅であるから，結局労働者側の都合で離職するものがほとんどで
あった。就業規則あるいは雇用と移転についての内規に従って解雇されたもの
は不況期に比較的多くなるが， 8 .9cが~159:るほどであった。不況のためだけで解
雇されたのは 1901年， 1902年のそれぞれ7.3形， 14.69: る以外は 1形前後で，・解
雇は少ないといってよい。それから大部分の離職者は 1年以内で， しかも 3カ
月以内で離職していた。年齢については20歳が最も移動性向が高かった52)。ク
｝レップについてはさらに，鉄鋼関連工場 Feuerbetriebでは専門工はほとんど
移動せず，動くのは不熟練の補助労働者だとエーレンベルクは言っている53)。
第5図 ①土木建築部
1,000 900 800 700 600 500 ,10 300 200 100 0 
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胃鳳採用者
52) Ibid., S. 454-483より。
53) Ibid., S. 487. 
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第6図 ②1日製銅・圧延部
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そのほか， エーレンベルクや J.マルコは春に鉄鋼関連工場を離職する労働者
が多く，そのためクルップでは春に例外的に募集活動をすることがあったとし
ている。また鉄鋼関連の労働者は事故や病気で退識せざるをえないことも多か
ったという 54)。そして以上のような離職行動（または入職行動）の特徴があったこ
とを前提にして， 事業部別の移動図第 5図から第14図（①～⑩事業部）ーただし
⑨はガス・水道・電力部の1906年から 3年間の分のみーをみてみることにしよ
う。まず離職行動の特徴の最後の点，つまり鉄鋼関連工場における移動季節の
問題を検討しておこう。なぜならエーレンベルクもマルコもこの点については
証明してないからである。そこでまず②旧製鋼，圧延部と⑥製錬，製鋼部をみ
てみると，確かに左側のたてじまで表わされた離職者数は各年度とも第2四半
54) Ibid., S. 539, 552f., 556, J. Marcour, ibid., S. 6. より。逆に秋から冬にかけては
流入期と定着期が交互する。
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第1図 ③ハンマ一部
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期IC相対的に多くなっている。ただし，
いうのはあまりはっきりしない。比較的はっきりするのは⑥の新製鋼部で，第
かといって入職期の方は秋に固まると
1四半期に入職が少ない年が多いということであろうか。①の土木建築部，
??
⑩の機械・器具加工・組立部，
甲板部，
そして⑧の鉄道部は，⑧のハンマ一部， 9 ④の装
Rの帯鋼圧延部がいずれも③⑥の製鋼部と同じように第 2四半期離職
者数の相対的増加を示しているのに対し， かかる動きを示さない。 したがっ
て，鉄鋼関連労動者の離職が春に多いというのはほぼ実証されたであろう。次に
景気との関係はどうだろうか。すでにみた雇用ほど敏感ではないが，①の土木建
築部を除いて，離職者数は不況期1902年から03年，1907年から08年にかけて共通
して各部門で減っている。ただし，後の不況時の方はそれほどはっきりはせず，
しかもタイムラグがあったと思われるほどに1909年に全体として少し低くなっ
ている一②の旧製鋼・圧延部， ③のハンマ一部， ⑥の新製鋼部， Rの帯鋼部，
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第8図 ④装甲板部
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⑧の鉄道部ー事業部がある。規模の点で移動一雇用者数と離職者数ーが多いと
ころを確認しておけば，最大は⑩大砲加工・組立部であり，次は⑤修理，機械
・ボイラー加工・組立部で，この 2つはエッセン鋳鋼工場の主力部であったか
ら，当然といえば当然である。第 3番目は①の土木建築部なのだが，この事業
部は作業を下請けに出すことが多かったようで55¥ それ故にか1903年から05年
の大改革と拡張期に集中して移動が高まるという他の事業部とは異なった動き
をしており，そのいみでは移動規模が大きくても，そのことの労働関係や労使関
係にもつ意味は他と異なると考えてよいであろう。ただ相対的には少ないが，
転出入があったところから判断すると，他の事業所との労働移転関係はあった
と考えられ， したがって全く部として隔絶していたわけではなかったと言えよ
55)クルップ脳史文布館での作業中，所長の Dr.Kohneに面会して聞いたときの情報。
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第9図 ⑤修理，機械，ボイラー製造部
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う。次に規模は多少小さくなるが，以上についで移動が多いのは⑥の製錬・製鋼
部そして③のハンマ一部であろう。②の旧製鋼・圧延部で目立つのは，すでに述
レール圧延工場の転換，ベッセマー製鋼工場自体の縮
小方針などがこの事業部の中で生じたため，転出者が毎期かなり多いというこ
べたパド）レ工場の閉鎖，
とである。事業の縮小と転換に対応して，雇用調整ではなく，要員調整が迅速に
行われたということであろう。全体として移転だけをみてみると，移転一転出・
入ーに定期性はみられない。各事業部とも多かれ少なかれ毎期転出入者を出し
ている。つまり配転ないし応援は， きっちりと 1カ月ごとに各事業所全体で転
出入者の合計があっているように，正確にコントロールされていたところから
判断すると， 1カ月ごとの生産量の確定に基づいて差配されていたと考えられ
る。そして先の「移転」に関する内規が述べているように，この移転の決定は事業
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第10図 ⑥製錬，製鋼部
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所長の権限の下に置かれて，労働者は移転決定には従わざるをえないようにな
っていた。専門工のみが，他で補助労働者として働いていたばあい，自分の所属
元へ配転希望を出すことができた。 そうでなければ， 彼らも補助労働者（一不
熟練工扱い）と共に，仕事がなければ， 事業所長の許可をもらって，「雇用部」
に行き，他の事業所ないし工場で仕事をみつけてもらい， あるいは事業所長以
上の指令で要員調整の下に置かれたのである。 R.エーレンベルクは，労働者
の心理的離職理由の中に，集団労働への不適応，手工業者の職人気質と高い名
誉心，若い労働者の個人主義化，配置された職場の機械が悪かった等をあげて
いるが56), 上にみたような有無を言わせぬ頻繁な移転が行なわれれば， この心
理的理由からする離職動機はかなり高いものとなることだろう。特に専門エと
して， ある程度希望を入れてもらえる地位に上がらない短期勤続の補助労働者
56) R. Ehrenberg, ibid., S. 514f., 539f., 554f. 
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第1図 ⑦帯鋼・車軸部
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は，一層離識動機を強め，他の高収入機会があれば離職していったことであろ
う。すでに引用したようにエーレンベルクが，鉄鋼関連工場の専門工はほとん
ど離職せず，補助労働者だけが移動する，と述べていることも以上のような厳
しい要員管理と関連して生じた現象であるといえよう。ではク）レップには専門
労働者，補助労働者は何人いたのだろうか。
専門エと補助労働者の人数， そしてついでに彼らの職務をみておこう。人
数については 1905年時のものしかわからない。そして第 8表の労働者総数は
26,186人と，第 1表の 1905年平均就労者数から約2,000人の固定給者を引いた
29,000人ほどと比べて多少少なくなっている。第 8表の専門労働者の 3分の 1
が補助労働者となっている。総労働者に占める専門労働者の割合は R.エーレ
ンベルクが『クルップの労働者家族』の中でこのデータを使っているように57),
57) R. Ehrenberg u. Racine, Krupp'sche Arbeiter-Familien Ent孤cklungund Ent-
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第12図 ⑧鉄道部
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第13図 ⑨ガス・水道・電力部
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wicklungs-Faktoren von drei Generationen deutscher Arbeiter, 1912, S. 27. 
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第14図 ⑩大砲加工・組立部
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第8表
「―
機械・器具
大汎包製造
鉄鋼関連
輸送関連
その他
I 
WA VII :f1045 
クルップエッセン工場の労働力構成 (1905年） （人）
l 
I 
Durchschnittsverdienste der Arbeiter auf der GuBstahlfabrik 
1905/06より。
16歳未満 16歳~21歳
570 3,008 
成人補助
2,228 
198 
33 
311 
991 
62 
364 
2,329 
113 
482 
4,369 
183 
1,189 
8,070 
401 
2,561 
?
1,112 4,425 5,152 
成人専門
9,301 
15,042 
障害者
47 
183 
10 
215 
455 
?
15,154 
26,186 
57彩，補助労働者の割合はほぼ20彩となる。勤続の短い16歳から21歳までの若
年工を補助労働者に加えると， その割合は37形となる。基幹労働者の候補とし
ての「専門労働者」の割合は思ったより多い。ク）レップの「専門労働者」は言う
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までもなく，徒弟訓練を受けた熟練エと企業内でO]Tで技能を身につけた半
熟練工をあわせた労働者を意味しているが， 徒弟訓練を受けた者は 25~30% 
—ほとんど機械，器具，大砲製造の熟練エとみてよい一ーということであるか
ら58), 30%前後が半熟練工であったということになる。熟練エが意外と多いの
は， 1905年の事業部の拡張が機械部と大砲部に主に現われたことと関係し，そ
してまた全体として専門エが増加傾向にあることは，すでに述べた就労者数の
増加がひきつづき⑥修理，機械，ボイラー製造部と⑩大砲加工・組立部によっ
て担われていたことから容易に推測できるであろう。ところで以上の専門エと
補助労働者の区別は職種ないし職務で行われているのだが，それは具体的には
何だったのであろうか。すべてを挙げるのは無理だが，（下）に載せる第 12表
~18表の中から多少紹介すれば，例えば第 I機械加工工場 (mechanischeWer-
kstatt)のばあいは， 工長，組立工， 記号係，仕上工，鍛造工，溶剤係，旋盤
工，平削・フライス・たて削盤工，その他機械工，円筒製造工，倉庫係，炉床
鍛造工が「専門労働者」で，機械見張り係，特定作業補助，交替作業補助，そ
して見張りが「補助労働者」の職務であった59)。大砲工場Iのばあいは以上の
職種に「専門労働者」として，研磨係，巻上げ係，酸洗い係，その他手エ職人
が加わり，「補助労働者」として機械操作補助，清掃係，補助労働者の班長が加
わっている。機械・器具関連では区別は明瞭でほぽ職種別であるといえよう。
他方， 鉄鋼関連工場の方はどうだろうか。 S-M工場1Iをとってみると，「専
門労働者」にはエ長のほか第 1,第2溶融係，第 1'第2鋳造係，第 1~第 3
とりべ係，ガス発生炉係，その他製鋼労働者が入り， 「補助労働者」には，交
替作業補助， 第3..:.第5溶融係， 第3鋳造係， 運搬夫， その他製鋼補助が入
っている。ベッセマー工場では，溶融係はおらず，かわりに炉内れんが積エが
「専門労働者」に入っている。この工場の方が「補助労働者」の職種が多く，
58) R. Ehrenberg u. H. Racine, ibid., S. 30. 
59)この点についての資料は，以下のも含めて， WA41/6-105 Spezialisierte Lohnsta-
tistik Durchschnittliche Lohne fur die Schicht im I Vielteljahr 1913. より。
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各見張り，補助のほか，土木工事人夫，鋼硬度測定係なども入っている。両工
場でみると，職務上の区分は，溶融係，鋳造係が第 1~第5までの区分で第 3
級以下で，とりべ係が第 1~第5までの区分で第 4級以下で「補助労働者」に
なっている。不熟練工扱いは，ここでは深いとみてよいだろう。薄板圧延工場
をとれば，この工場の「専門労働者」は，工長，記号係，溶剤係，平削・フラ
ィス・たて削盤工，特殊機械工，手工的職人，倉庫係，第 1,第2再熱炉係，
前・後部圧延係，炉内れんが積工，その他製鋼労働者となっている。 「補助労
働者」には，各種見張り，交替作業補助，掃除夫，運搬夫，その他製鋼補助が
含まれている。以上あげた工場のいくつかに専門エとして倉庫係が入っている
のは，原材料についての経験的知識ないし信用などの関係財的なものが多分に
考慮されているからであろう。ちなみに倉庫係はあとでみる「14日固定給」の
対象者である。機械関連工場では熟練機械工などが短期に「専門労働者」にな
ることは当然ありうると考えられる。しかし職務階梯ばかりか，より不熟練の
「見張り」係の職種もあって，一般に「専門労働者」になるにはある一定の年
限の経験が必要であったといえよう。例えばマルチン工場の第 5鋳造係になっ
てからどのくらいで第 1鋳造係に昇進できたのであろうか。圧延工場の労働者
は，機械見張りから，何年で第 1再熱炉係になれたのだろうか。その間にも頻
繁にくり返される配転，応援が，職場でのキャリアの形成をずっと遅くしたの．
ではないだろうか。 「補助労働者」にそもそも昇進など展望できたのだろう
か。 R.エーレンベルクによれば，クルップの離職者の 90~95彩は 5年以内
の勤続者で占められていた60)。 5年というのは， 少なくとも鉄鋼関連工場で
は， 新規雇用された労働者が「専門労働者」に認定され， onthe jobでキャ
リアの形成を展望できる年限だったのではないだろうか。それまで「補助労働
者」はひたすら単なる「要員」として扱われたのではないだろうか。そして機
械関連工場にまで言及を広げれば，クルップ労働者として認知され，昇進階梯
60) R. Ehrenberg, ibid., S. 460ff. 
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に乗るまでの選別期間 Auslesezeitは， 何年かは特定できないが，かなり長
期間が設定されていたのではないだろうか。移転の頻繁さ，鉄鋼関連工場での
専門工の定着， 1年未満ーそして 5年以内ではほとんどになる一離職者の多
さ，そして「専門労働者」に配置に関する制限されてはいるが希望が認められ
ていた点，などが以上の憶測を可能にするのである。
内部昇進の展望は多少とも勤続の長い「専門労働者」になってからはっきり
するという点は実証することができる。第15図は移動・移転量の変動を描いた
第 1図から事業所賃金勘定から固定給を支払われる「固定給者」のみをとりだ
してその移動・移転図を作ったものである。明瞭に出てくるのは，定期的な，
つまり毎年第3四半期に集中するかなりの数の転出，転入である。原資料をみ
てみると，毎年7月にこの「固定給者」レベルで大幅な人事移動が実施されて
いたことがわかる。「固定給者」レベルでの移転がこの時期に固まっているこ
とは， 1890年から91年の就労者数に関するデータでも現われてくる一転入者は
1890年が 26人， 91年が 40人，転出者はそれぞれ 15人， 37人ーから61), 毎年夏
に移動させるのは，かなり前から行われていたのかもしれない。第15図からわ
かるのは，もう 1つ，転出者数に比ぺて常に転入者数が上回っていることであ
る。特に 1904年以降はその規模は毎年100人を超えるほどである。これをさら
に，「14日固定給者」と「月固定給者」の転出・入に分けて捉ぇることができ
る。それを第9表にしてみた。明らかに識別できるのは，転出者の内，「月固
定給者」はごくわずかで，構成員のほとんどが「14日固定給者」から成ってい
ることである。 1890年の「回状」によれば， 職長ないし月120マルク以上の収
入のある固定給者は，事業部長 RessortChefないし事業所長によって雇用や
解雇そして移転，給与の決定をされず，会社がかかる権限を行使することにな
った。そしてこの点はさらに， 1899年に「月固定給者」が職員のための服務規
則に服すことになって，「月固定給者」は本部勘定で給与が支給されている技術
61) WA N 91 Zusammenstellung der Effektivstarke vom Mai 1890-Juli 1891よ
り。ただし1891年1月にも，このクラスの転入者は36人と多数にのぼっている。
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第9表各年第3四半期の下級職員の移転状況 （人）
11901年 1902年 1903年 1904年 1905年 1906年 1907年 1908年 1909年
転 14日 75 60 61 110 92 130 127 115 110 
入 月 127 103 68 112 166 189 194 171 144 
転 14日 113 96 61 84 129 117 163 136 124 
出 月 11 8 4 8 5 14 8 ， 15 
・管理職員に近い処遇の下に置かれることになり，かくて職長を含む下級職員
層のより一層の地位の確定がなされていった62)。事業所レベルの措置である転
出に「月固定給者」があまり入ってこないのはそのためである。では「14日固
定給者」は転出してどこにいったのだろうか。そのまま全部が転入者の内の
「14日固定給者」になったとは考えられない。専門労働者の内の最上層一組立
工 Monteuer や図工 Zeich~er そして倉庫係 Magazinierーを含み， 監督者
Aufseherや技師を含み， さらに下級職員一書記， 事務職員ーをその中に入
れている「固定給者」は63), 労働者と同じように，つまり要員扱いの形で転出
入することは稀であったから，事業所間ないし工場間移転を定期的にしたので
はなく，定期的に賃金形態上の昇進をしていたとみるのが妥当である。事実，
雇用されたばかりのキャリアのない下級職員は作業方賃金で固定されていた
62) Fried. Krupp-Circulare 1862-1902, Nr. 2., vom 13 Jan. 1890, T. Pieren-
kemper, ibid., S. 177,, ders, Arbeitsmarkt und Angestellte im Deutschen 
Kaiserreich 1880-1913, 1987, S. 166. ちなみに， 1891年の営業条例改正法が，新た
に， 133条a項から e項で，専務職員，職長，技師の解約告知期間と解雁を規定して
いるのは，クルップにおける以上の対応と無関係ではない。 1890年の営業条例改正法
案作成のための枢密院会議にクルップも出席しているからである。 RGBL,1891, S. 
277f., I. Costas, Anfiinge der Partizipation in Industriebetrieb in : J.
Bergmann u. a.(Hrsg.), Geschichte als politische Wissenschaft, 1979, S. 342. 
63)この規定は1885年のものであり，その後は多少変更があったのではないかと予想され
る。 WA41/6-8 Aufnahme auf den Krupp'schen Werken beschiiftigten Per-
sonen nach dem Stand in den Woche von 20 bis 25 Abril 1885 
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し，なったばかりの監督も作業方賃金で固定されていたという資料がある 64)0 
賃金規則は下級職員のばあいは「14日固定給」者（これは就業規則上は労働者に準
ずる扱いとなる）に含めているのだが，作業方賃金固定の戦員が居たことは，そ
こに入るまでの準備期間（あるいは選別期間か？）が置かれていたのだと考えられ
る65)。要するに「14日固定給者」候補も専門労働者層からの抜擢ばかりでな
く，下給職員中には居たわけである。ただし， 「14日固定給者」自体は急増し
たというわけではない。急激にその数が増えたのは， 「月固定給者」の方であ
る。 1890年 6月の「14日固定給者」数は 443人，「月固定給者」数は 509人とそ
れほど差がない。 1900年のデータは職員の多い購買部，消防隊，本部や賃金事
務局などを除いてあるので「固定給者」総数 (1,962人）に満たないが，「14日固
定給者」は， 1900年10月に 10事業部で， 480人，「月固定給者」は 986人と後者
がかなり多い。この数は 1909年12月末には，それぞれ923人と 2,262人， 13年
6月には 781人と 3,064人となっている 66)。あとの数字から， 明らかに「14日
固定給者」に比べて「月固定給者」が増加の中心であったことがわかるであろ
う。クルッフ゜側の昇進管理は，専門労働者の上層部分と下級職員を職員として
64)下級職員については， 1908年8月の回状が，事務職員と苦記の）屈用は当該事業部ない
し本部直属事業所で行うよう指示してあり， その際 Gehaltは作業方（定額／日），
14日，月の内のどれをとるか提案することとしている。 14日のばあいは56マルク，月
のばあいは 120マルクの上限が設定されている。 WA 53/7 Circular und Verfu-
gungen vom Juli 1903 bis Dez. 1912. より。 なお， 1895年以来，ハンマー工場で
は監督者が職長の代理として位晋づけられ，職長への昇進経路に入るとともに，その
下にはエ長（ないし班長）が昔の職長の役（一労働者集団のリーダー）を担うものと
機能が明確にされた。そしてこのばあい監督者でも職長に近い者は月固定給をもら
ぃ，そうでない者は作業方で固定された。 WA珊 57Erinnerungen von H. Dehre 
より。
65) ヒ゜ レーンケンパー によれば， 1892年4月に「14日固定給者」のための「服務規則」が
発行されており，それによって， 14日固定給者は，就労については労働者と同じ扱い
をうけ，病気の際に，疾病手当と給与の差額を調整支給されるということで，労働者
と区別されることになった。 T.Pirenkemper, Arbeitsmarkt……, S. 166 anm. 
66)以上は a.a. 0., WA IV 91, WA 41/6-1, 6-2, WA 41/6-8より。第4表も参照。
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登用することに目標が置かれているのだが，そのばあいなお労働者と同じ扱い
の営業条例に基づく法定14日の解約告知期間にある層を作ることによって，も
う一段職員への選抜機構を置くようになったと考えてよいだろう。 1895年にハ
ンマー工場の労働者ナンバーをもっ，つまりかつては労働者であり，内部昇進
して職員扱いとなった者ー監督者，職長ーは，デーレの回想によれば，すべて
があるいは会計監査局の求めがあればそれも含めて，固定給者となるようにな
った67)。つまり1890年代はクルップにとって下級職員の処遇を確定し，かくて
労働者と職員の全体的な組織統一を達成した時期だったのである68)。そのよう
な内部昇進の機構を前提にして， 1900年代のクルップの組織の安定的で急速な
拡張が可能だったのである。
「固定給者」の勤続年数は，以上述べたところから当然次第に長くなる傾向に
あった（第6表参照）。 T.ビーレンケンバーは，労働者層の勤続年数が傾向的に
長くならないことから，労働者層については労働市場内部化は論ずることはで
きず，この「固定給者」の方は勤続が長くなる傾向にあって，それ故下からの
昇進による職務の充足＝内部市場化が言えるとする。しかし彼の主たる実証対
象はこの「固定給者」層でなく，高級管理職層ーとくに技術職員層ーとなって
しまっている69)。それは彼の分析の仕方が，内部労働市場の機構を明らかにし
ようという方向になってないからである。機構があれば，たとえ数的には時期
によって減少しても，基幹労働力になりうる層は確実に育っていくことがある
し，またそうみてよいのである。定期的昇進の制度が存在したということは，
まさに，内部昇進の機構が整序されていたことを示すよい例であろう。ある程
度キャリアを積んだ専門労働者たちにとって，定期的な「固定給者」の人事移
動期は自分たちの将来を描くことが可能になる機会でもあった。そしてクルッ
67) a. a. 0., WA珊 57S. 8. より。
68) 0. Neuloh, ibid., S. 157f. の記述は，「固定給者」の分類ができてないため，混乱し
ており，つじつまをあわすため職長の職員としての扱いを1913年としている。
69) T. Pierenkemper, Allokationsbedingungen .. , S.193-209. この点は新書でも全く
同じ。 ders.,Arbeitsmarkt……, s. 157-184. 
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第10表 1902年と1909年時点でみた
クルップ工場における職長への昇進年限 （人）
1~ 5年 6~10年 11~15年 16~20年 20年以上 同 時
190211909 190211909 190211909 
年年年年年年
-190211909 
年年
190211909 
年年
190211909 
年年
土 建 部①
15 i I
1 1 
:! ,i 
4 1 2 22 8 
圧旧製延鋼 ・部② 6 4 4 3 1 8 ， 24 4 
ハンマ一部③ 1 1 ! 2 3 3 7 6 2 2 
装甲板部④ 2 2 6 7 5 6 1 2 2 3 2 2 
修理・機械部⑤ 6 ， 5 5 10 5 8 8 2 5 31 17 
製錬・製鋼部⑥ 4 3 7 2 10 7 3 ， 3 2 ， 4 
帯 銅 部⑦
sl ~I 2 2 1 1 1 2 4 鉄 道 部⑧ 1 2 1 5 6 
技術開発部⑨ 1 1 I 1 1 
組大砲立加工部⑩
22 "Ii " "I 1 22 ., 30 44 43 46 25 47 
石炭・コ⑪ I 2 11 I 2i I 1 1 1 1 1 2 5 12 ークス部
Handbμch enthaltend sammtliche Betriebe und Bureaux mit einem 
Verzeichnis der Beamten und Meister nach dem Stand vom Jan. 1902, 
Feb. 1909. ⑪の 1909年はガス• 水道，発電所の職長数。
プでは，早くから職員身分の扱いとされた戦員に，専門労働者として仕事に精
通 tuchtigすればたとえ半熟練工， つまり当時の徒弟制度に・基づく技能訓練
を受けない者でも昇進する事＝社会的身分向上を達成することが可能だったの
である。第10表は， 1902年と1909年時点での職長への昇進期間を印したもので
ある。この時期，事業部 Ressortは全部で 13あったので総数は把握できておら
ず，, 1907年の職長総数 527人ー監督者は 170人，・エ長は 465人70)ー よりも少な
い。ただエッセン工場の主要事業部ごとの職長への昇進スヒ゜ードはわかるであ
ろう。昇進には年功的なところはみられない。つまり入職してから何年目に識長
になった人が多いかをどの事業部でも特定するのが難かしい。 1909年に02年と
比べて減少しているのは，入職して何年目かで職長になったその期間の職長が
減っていることを表わしている。②旧製鋼・圧延工場の，例えば入識と同時に
70) R. Ehrenberg u. H. Racine, ibid., S. 28. 
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職長となった者24名は， 1860年代から80年代にそうなったものがほとんどで，
1909年にはこれが 4名ということは，入識同時職長のほとんどが年金を支給さ
れて退職したと考えられるのである。⑥製錬・製鋼部の入識即職長も，入職時
は1870年代から80年代になっている。つまり新旧製鋼部では， 90年代以降はす
べて内部昇進者で固めていたということになる。原資料をみると，このほかハ
ンマ一部と帯鋼部が多くの内部昇進者で占められている。表からは装甲板部も
そうだといえるだろうか。他方， 大砲加工・組立部の入職即職長には， 技術
者，技師が数多くなっている。全体として 20年以上経って職長になっている
のも結構多いから，忠誠心や技能面で他にぬきんでた人が抜擢されたのであろ
う。そしてすでに述べたように事業部が大規模に拡張されたのは，⑤の修理・
機械部と⑩の大砲加工・組立部だったから，ここに職長になる機会が多かった
のは当然といえる。しかし指摘したように，この事業部の職長職には，技師，
技術者の参入が多く， 必ずしも下からの生えぬき労働者にとって優利だった
わけではない。 1907年に170人居た監督者についても詳しい昇進内容がわかれ
ば，また「月固定給者」「14日固定給者」の職種の内訳がより詳しくわかれぱ，
もっとはっきりした昇進機会の量的把握が可能になるのだが，それらについて
の資料はみつからなかったので，昇進については以上の職長についての場合に
留めざるをえない。職長職については， 内部昇進の機構， 内部調達の方針は
あったにも拘らず，技能や科学的知識が優れていれば熟練工や技師，技術者を
外部から職長として採用することが多くなっていたというのが20世紀初頭の
現実であろう。つまり全くの封鎖的労働市場にはなり切れていなかったのであ
る。
さて，以上の結果をまとめておこう。企業サイドからみたクルップの労働市
場は，あえて概念化して図にすれば，第16図のようになる。実線と矢印一太い
のは量的に多くを現わすーがクルップの組織と内部市場である。点線でかこっ
たのは外部から調達した労働力であり，クルップの「専門労働者」の内，修理
・機械部，大砲加工・組立部のばあいはこのように外部市場からの入口がオー
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第16図 クルップの労働市場の概念図
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プンである。鉄鋼関連はオープンの度合は大きくなかったと思われる。外部市
場からの圧倒的な流入者は図の下の農民，没落手工業者そして若年労働者であ
ったと考えられる。図の左側は，雇用と解雇の権限の所在，そして就業規則の
適用範囲を印したものである。そして右側は，いままでかなりのページを割い
て述べてきた移転 Uberweisungを軸にした労働者層の処遇の相違ー補助労
働者は移転に関する自由度はゼローを表わしたものである。内部労働市場論を
援用すれば，クルップのばあいは， Port of Entryがかなり広くかつ深く一
ジョブラダーの 1部を含むーとられていて，そのため「専門労働者」の内部市
場が捉えにくくなっている。このことは，事業部の拡張が， F.A. 製鉄所の完
成もあってエッセン工場の鉄鋼関連では少なくなったことも関係している。し
かし，定期的人事移動が表わしているように，職長＝職員までの完成された内
部昇進の機構は存在しており， 「専門労働者」の長期勤続者にとっては，明ら
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かに昇進の展望が開けていたということができる。以上，労働市場についてみ
てきた。次にはより細かな労働者層の階層的配分がわかり，労働市場の分析で
でてきた昇進機構をより細部にわたって明らかにする賃金をめぐる労働関係に
ついて言及することにしよう。
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